
　現在、我が国は世界で平均寿命はトップクラスを維持しているが2013年の統計では健康寿命と平均

寿命の格差が男で9.02年、女で12.40年と長く、この間介護が必要となることが問題となっている（図１）。

また2025年には団塊の世代が後期高齢者となりさらなる介護需要が急増することが見込まれている。

　現在、介護が必要となる原因の第一位は、最新の日本全体の統計では認知症であり、骨の脆弱化をき

たす骨粗鬆症による骨折、転倒は第4位以下である（図２）。

　ところが、当医師会会員でもある浅野の研究によると当医師会のある幸手市、杉戸町では介護が必要

となる原因の第一位はともに骨折、転倒である（図３，４）。

骨粗鬆症に対する北葛北部医師会での取り組み

北葛北部医師会地域医療部会担当理事　堀中　　晋（整形外科）、大山　重隆（整形外科）

北葛北部医師会会長　能美　昌司（内科）　

報 告 Ⅰ

図３　第６期介護保険計画（H27～29）

図２　平成28年国民基礎調査の概要から作成図１　出典：厚生科学審議会（健康21（第二次）専門審議委員会2014）
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　また浅野は日本全体の高齢化率が平成30年1月1日、27.4％（総務省統計局平成30年1月22日発表）

であるのに対し、埼玉県全体では24.8％（平成27年度）で埼玉県は国内では比較的高齢化率が低い県で

あるが、埼玉県内でも地域により高齢化率に差が認められ当地区は秩父地方に次いで高齢化率が高い地

区であると分析している（図５）。

　骨粗鬆症性骨折は年齢とともに増加することが知られているので、当地区は骨折、転倒により介護が

必要となる人々が多いということはうなずける。さらに現在の高齢化率は幸手市で32.0％（平成30年2

月1日）、杉戸町30.65％（平成30年2月1日）となっており内閣府の高齢化推計（図６）からすると当地

域（幸手市、杉戸町）の高齢化率は10年後の日本の高齢化率に匹敵する非常に高齢化が進行した地区で

あるとも分析している。そこで当該地区では介護の必要な理由の1位になっている骨粗鬆症性骨折に対

する取り組みが喫緊の課題であるといえる。

　以上の実情を踏まえ当医師会内で当地域で骨粗鬆症による骨折（以下骨粗鬆症性骨折）を減らす活動

の必要性と緊急性をを唱え討議した結果、平成28年5月にその活動を行うことを医師会で採択してその

ための活動を開始したのでこの場をかりて紹介させていただきたい。その活動を開始するにあたり医師

会員からその活動内容に関してどのような活動をしていくべきかのアンケート調査を行った。これをも

とにこの活動に積極的に参加可能な骨粗鬆症委員を会員の中から公募したところ、8人のメンバーが決

まった。活動前に多くの会員から「骨粗鬆症の診断と治療」に関して専門家からの一般医家向けの講義

の希望があったため、東埼玉総合病院副院長・獨協医科大学整形外科臨床教授の浅野　聡先生（日本骨

粗鬆学会認定医、日本骨粗鬆症学会評議員）に骨粗鬆症の定義、骨密度と骨質、骨密度測定の重要性、

原発性骨粗鬆症から続発性骨粗鬆症（とくに生活習慣病との関連、ステロイド骨粗鬆症、2型糖尿病、

ＣＯＰＤなど）、治療薬のエビデンス等最新の内容を短時間でわかりやすく解説していただいた。

図４ 図５
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　同時に骨粗鬆症委員会を平成28年8月1日に医師会館にて実施し、以下の活動内容が決まった。

（１）行政の検診・啓発活動の推進

（２）啓発ポスター作製

（３）骨粗鬆症ネットワークリーフレット作成

（４）住民公開講座（北葛北部医師会主催）

（５）コメディカルの育成推進

　その後活動内容にそって活動の実際を紹介したい。

１．行政の検診・啓発活動の推進

　まず行政の行う骨粗鬆症検診であるが、幸手市、杉戸町とも40，45，50，55，60，65，70歳の女

性を対象に行われていることが各行政からの資料でわかった。杉戸町からは検診率の算定資料が得られ

なかったが、幸手市では年度により差はあるものの５～７％の検診率で平成22年の山内の全国の骨粗鬆

症検診率からすると全国平均レベルで（表1、図８）、この程度の検診率では高齢化率が高く、骨粗鬆症

性骨折を減少させる効果としては甚だ不十分であることが理解できる。

　山内によれば骨密度検診率が高ければ要介護率が下がることが全国調査の結果から示されている（図

７）ことからも今後幸手市、杉戸町に対しては骨粗鬆症検診率を上げていただく必要があることを、当

地域の介護が必要となる原因が骨粗鬆症性骨折であることを示して医師会長から要望書という形でお願

いしているところである。また骨粗鬆症性骨折は70歳以降高齢になるほどその発生率が高くなることも

提示して、70歳以上の男女に関しても骨粗鬆症検診の対象であり実施していただきたい旨を併せてお願

いした。

　骨粗鬆症検診には自治体からの検診補助費用が発生するため、自治体から予算の関係で容易に検診率

を上げられないという内情もあると担当者から聞いているので、WHOからの今後10年間の骨折リスク

評価ツールであるFRAXを用いて検診の補助として用いることを行政担当者に提案した。その結果平成

28年から年一回行われている幸手市の「健康福祉まつり」で51人、平成29年度には56人の希望する住

民に対してFRAXによる骨折リスク評価を施行。10％以上のリスクと評価された人には骨密度検査によ

る精査を受けるように勧奨したとの報告を受けた（表2）。幸手市担当者からはマンパワーと開催時間等

の問題もあり受診者数を伸ばしにくいという報告を受けているが、これからその受診者数を伸ばしても

らいたいところである。骨密度検診を要する骨粗鬆症性骨折のハイリスクグループを簡便で検診費用を

要さないツールとしては有用であり今後他の機会を検討して利用数を増やしたいと考えている。

２．啓発ポスター作製 

　次に骨粗鬆症検診啓発ポスターに関しては当医師会オリジナルの物を作成し（図９－１～図９－13）、

自治体と当医師会会員の医療機関で自由に使えるようにした。その結果幸手市では市役所、各公民館（5

か所）、アスカル幸手、コミュニティセンター、勤労福祉会館、図書館（２か所）計11か所、杉戸町で

は保健センター、すぎとピア元気村（高齢者筋力トレーニングルーム）に掲示していただいた。
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３．骨粗鬆症ネットワークリーフレット作成

　骨粗鬆症ネットワーク形成については幸手市の方から検診後、骨粗鬆症の精査、治療ができる医療機

関一覧（骨粗鬆症ネットワーク）早急に作成していただきたいという要望があることを報告し、作成し

た（図10）。杉戸町からは早急の必要性が示されなかったので、今後の検討課題である。

４．住民公開講座

　住民公開講座に関しては東埼玉総合病院の浅野聡先生と同院の骨粗鬆症リエゾン委員会中心に実施し

ている骨粗鬆症に関する市民講座に当医師会が共催する形で開催した。その中で骨密度検診とFRAXを

利用した骨粗鬆症性骨折ハイリスクグループの抽出の手法が取り入れられた。

５．コメディカルの育成推進 

　日本は骨粗鬆症性骨折の治療に関しては諸外国と比べるといまだに低く、大腿骨近位部骨折後の骨粗

鬆症薬物治療率が約20％、その継続率は1年間で50％、また５年後にはその50％が薬物治療から脱落す

ることが知られている。また骨粗鬆症の治療率も20％と低い。日本の骨粗鬆症による大腿骨近位部骨折

発生率は諸外国では2000年以降が減少に転じているのに対しまだまだ増加の傾向にある。欧米ではイ

ギリスから始まった骨粗鬆症性骨折後の骨粗鬆症の薬物治療継続率向上をめざしたFracture Liaison 

Service（FLS）という活動が功を奏して大腿骨近位部骨折発生率が減じたという事実を受け、我が国で

もOsteoporosis Liaison Service（OLS）という概念とシステムが日本骨粗鬆症学会から提唱され全国で

その活動が展開されている。ここで注意したいのは前述のイギリスのFLSが骨粗鬆症性骨折後の骨粗鬆

症治療継続率をLiaison Nurseと呼ばれる看護師が中心になって活動するのに対し、OLSでは骨粗鬆症マ

ネージャーと呼ばれる多職種からなる専門職が骨粗鬆症性骨折後の治療率向上とまだ骨折をしていない

骨粗鬆症患者の早期発見、早期治療をあわせて活動していくことがその要点である。これまでのOLSに

関する研究から骨粗鬆症性骨折治療後の骨粗鬆症の薬物治療継続率がわが国で低迷していた理由に、院

内の多職種による治療継続率向上をめざした活動（院内リエゾン）が機能しないことと骨粗鬆症性骨折

治療後の他施設への患者の移行に際して骨粗鬆症の薬物治療継続のための地域連係が重要であることが

報告されている。山本によれば大腿骨近位部骨折、脊椎圧迫骨折回復期退院後にそれらの患者は整形外

科で骨粗鬆症薬物療法を継続した例は全体の約３割しかなく、５割はかかりつけの内科その他で治療継

続され、残りの２割弱が施設にて治療継続しているという（図11）。また鈴木は骨粗鬆症患者が複数の

施設がかかわる間に治療の必要な患者がいつの間にか消て行ってしまう現象が国際的に認識されている

とし骨粗鬆症バミューダトライアングルとしてシェーマで紹介している（図12）。この事実を参考に当

医師会でもOLSのシステムを当地域で活用したいところである。しかし骨粗鬆症マネージャーを配置す

る医療機関は当地区では2病院しかなく非常に限定的で、骨粗鬆症性骨折患者治療後の骨粗鬆症薬物治

療継続のための地域連携をとるには各診療所、高齢者施設に骨粗鬆症マネージャーが在籍していること

が理想的なのであるが、骨粗鬆症マネージャーの資格を取得するには国家資格を有する職種しかその

チャンスがなく、さらにその維持には高いハードルがあり多くの診療所、高齢者施設の参加は現実上困

難であると言わざるを得ない状況にある（図13，14）。そこで当医師会では骨粗鬆症マネージャーの役

割を多くの施設で補完できるようにどの職種であっても骨粗鬆症領域に携わる人であれば比較的容易に
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取得可能な骨粗鬆症サポーターという制度を発足させ早期に地域での骨粗鬆症治療連携をはかることと

した。

　これまで当医師会の骨粗鬆症サポーター制度は前述の日本骨粗鬆症学会のOLSのシステムに抵触しな

いことを条件に事前に埼玉県医師会にも制度発足の認可を得ている。このたびようやく平成30年３月

28日に骨粗鬆症サポーター認定のための講習会を当医師会内で行う予定が決まり、直ちに認定し同４月

から活動開始を見込んでいる。骨粗鬆症サポーターにはその責務と誇りを持ってもらうために認定証と

バッジ配布することを決めた（図15）。

　以上、当地区での骨粗鬆症性骨折を減らすための活動はまだ始まったばかりである。いわば種まきの

段階であり実際実がなるか否かどうかはこれからの活動次第である。機会があればその進捗状況を県内

でも高齢化が進み骨粗鬆症性骨折の多い当地区から報告したい。
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